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I.はじめに

（１）背景と趣旨
平成２６年１２月に「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が閣議決定され、人口減少の克服と東京圏一

極集中の是正を図るため、地方創生が国の重点政策として推進されています。
これを受けて「涌谷町まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、人口減少や少子高齢化の進展に伴

う行政サービスの低下や地域経済の縮小等の負のスパイラルを防ぐため、本町における人口の現状と
将来の展望を提示する「涌谷町人口ビジョン」を策定し、人口ビジョンで設定した将来展望を見据え
た、平成２７年度を初年度とする今後５年間の総合的な戦略を策定するものです。

（２）計画の位置付け
本戦略は、国のまち・ひと・しごと創生長期ビジョン、まち・ひと・しごと創生総合戦略及び宮城

県の地方創生総合戦略を踏まえるとともに、本町の地域特性を活かした「まち・ひと・しごと」にお
ける戦略的な視点を持った計画です。
本戦略の人口ビジョンは第五次総合計画の人口フレームと整合し、総合戦略は第五次総合計画前期

基本計画のまちづくりシンボルプロジェクトと整合するものです。

国のまち・ひと・しごと創生長期ビジョン、まち・ひと・しごと創生総合戦略

涌谷町まち・ひと・しごと創生総合戦略

人口ビジョン

第五次
涌谷町総合計画
（平成28年度～37年度）

（平成28年度～32年度）

（平成72年までの長期ビジョン）

人口の現状分析 人口の将来展望

総合戦略
（平成27年度～31年度）

基本目標 主な事業

具体的施策 客観的指標

基本構想
将来像・土地利用構想

前期基本計画

まちづくり
シンボルプロジェクト
（具体的施策）

まちづくりシンボルプロジェクト

目標人口・世帯数
整合

整合

宮城県地方創生総合戦略
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Ⅱ. 人口ビジョン

 　人口の現状分析

（１）人口動向の分析
① 総人口の推移
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大都市への労働力
人口の流出

昭和60年以降に
人口減少が進行

本町の人口は平成２２年現在１７，４９４人です。人口は昭和４０年頃に大きく落ち込みましたが、昭和４５年
から昭和６０年には増加に転じ、昭和６０年以降に再び人口減少局面に入り現在に至っています。
昭和２５年から昭和４５年までは、高度経済成長期であったため大都市への労働力人口の流出が、本町
の人口減少の要因のひとつであったと考えられます。

●　本町の平成２２年の人口は１７，４９４人、昭和６０年以降減少傾向
●　平成２２年の老年人口比率は２８％で上昇傾向、年少人口比率は１２％で低下傾向
●　平成２２年の生産年齢人口は１０，５９０人で減少傾向
●　男性は６０歳代、女性は７０歳代が大幅に増加、３０歳～４０歳代、２０歳未満が大幅に減

少

■　涌谷町の人口の長期推移

出典：国勢調査



３

本町の年少人口（１５歳未満人口）比率は平成２２年現在１１．５％、老年人口（６５歳以上人口）比率は２８．０％
であり、年少人口比率は低下傾向、老年人口比率は上昇傾向にあり、少子高齢化が進行しています。
年少人口は３０年前の４，６０７人から－５６％の２，０１０人に、老年人口は３０年前の２，２４２人から＋１１８％の

４，８９４人に増加しており、特に高齢化が急速に進行しています。
なお、生産年齢人口（１５～６４歳人口）は、３０年前の１４，４７０人から－２７％の１０，５９０人に減少しており、
緩やかではあるものの減少傾向が続いています。
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■　涌谷町の年齢３区分別人口の推移

出典：国勢調査
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年齢別の人口の推移をより詳細にみると、男女ともに７０歳代が大きく増加しているとともに、３０歳
～４０歳代、２０歳未満が大きく減少していることが分かります。

■　涌谷町の人口ピラミッド

出典：国勢調査
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② 自然動態の推移

●　平成２５年の出生数は９０人、死亡数は２４５人、自然減１５５人
●　出生数は減少傾向、死亡数は増加傾向にあり、平成４年には自然増から自然減へ

と転じる
●　出生数の減少幅は拡大傾向にあり人口減少に大きく影響（出生率も低下）

■　涌谷町の出生数、死亡数、自然増減の推移
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平成3年を境に死亡数が出生数
を上回り、自然減が進行

平成２５年の本町の出生数は９０人、死亡数は２４５人で１５５人の自然減となっています。出生数は昭和５５
年の３４５人から２５５人減少（－７４％）し、死亡数は昭和５５年の１９１人から５４人増加（＋２８％）しました。
出生数は減少傾向、死亡数は増加傾向にあり、平成４年に死亡数が出生数を上回り自然減に転じま

した。自然減少幅は拡大傾向にあり、近年は年１５０人前後の減少がみられます。
このため、本町の人口減少の要因のひとつは、出生数の減少及び死亡数の増加であると言えます。
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平成20年以降は全国や県の出生率より低下

平成２０～２４年の本町の合計特殊出生率は１．３１であり、昭和６３年～平成４年以降低下傾向にありま
す。特に平成２０年以降は全国の出生率より低下しており、平成２５年の宮城県の出生率よりも低くなっ
ています。

■　涌谷町の出生数、合計特殊出生率の推移

※合計特殊出生率とは１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計した
もので、１人の女性が一生の間に何人子供を産むかを推計したもの

平成２５年出生率

１．３４宮城県
１．４３全　国
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③ 社会動態の推移

●　平成２６年の転入数は４０１人、転出数は４５６人、５５人の転出超過
●　転出数は減少傾向
●　近年は転入数と転出数の差が縮小し、人口増減に与える影響は低下
●　男性は「５～９歳から１０～１４歳」及び「１５～１９歳から２０～２４歳」になるときに転

出超過、女性は「１０～１４歳から１５～１９歳」～「３０～３４歳から３５～３９歳」になると
きに転出超過

●　転入・転出先の状況は、登米市、石巻市からは転入超過、美里町、大崎市、仙台
市へは転出超過
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転出数は減少傾向にあり、社会減の幅は縮小傾向

平成２６年の本町の転入数は４０１人、転出数は４５６人で５５人の転出超過となっており、転入数は平成８
年の４５９人から５８人減少（－１２％）し、転出数は平成８年の５６２人から１０６人減少（－１９％）しました。
近年、転出数は減少傾向にあり、転入数と転出数の差は縮小してきており、社会動態が人口に及ぼ

す影響は小さくなっていると言えます。

■　涌谷町の転入数、転出数、社会増減の推移
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本町の男性の純移動（＝社会動態）数を年齢別にみると、「５～９歳→１０～１４歳」から「１５～１９歳→
２０～２４歳」になるときに転出超過となっており、「２０～２４歳→２５～２９歳」になるときに転入超過となっ
ています。それ以外の世代は転出と転入がほぼ均衡しています。
これは、学校等への入学時に転出し、卒業に伴う就職等のため転入する傾向が続いているものと推

測されます。なお、その差については転出数の方が大きいですが、近年は転入増加の傾向にあります。

■　涌谷町の男性の純移動数の推移
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本町の女性の純移動（＝社会動態）数を年齢別にみると、「１０～１４歳→１５～１９歳」から「３０～３４歳→
３５～３９歳」になるときに転出超過となっています。それ以外の世代は転出と転入がほぼ均衡していま
す。
つまり、本町の女性は近年、１０代後半から３０代前半にかけて転出し、それ以降の転入が見込めない
状況になっています。

■　涌谷町の女性の純移動数の推移
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平成２６年における県内の転入先市町村は、大崎市が６４人で最も多く、次いで石巻市が６１人、仙台市
が５３人となっています。転出先市町村は、大崎市が７６人で最も多く、次いで仙台市が６４人、美里町が
５７人となっています。
転入・転出者は、登米市からは１８人、石巻市からは８人の転入超過となっていますが、美里町へは

２１人、大崎市へは１２人、仙台市へは１１人の転出超過となっています。

■　転入・転出先の状況（平成２６年）

出典：住民基本台帳（平成２６年）
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④ 就業構造の推移
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■　涌谷町の就業者・通学者数の推移

出典：国勢調査

町内に住む就業者・通学者は減少傾向にあり、町内で働く・学ぶ就業者・通学者も減少傾向にあり
ます。また、自町内就業者・通学者比率も減少傾向にあり、本町内での働きの場が少ない状況になっ
ています。

●　町内に住む就業者・通学者は減少傾向、町内で働く・学ぶ就業者・通学者も減少
傾向

●　自町内就業者・通学者比率も減少傾向にあり、本町内での働きの場が少ない状況
●　本町を訪れる観光客数は、近年増加傾向
●　通勤・通学の状況は、美里町、東松島市からは流入超過、仙台市、大崎市、石巻

市へは流出超過
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町内から町外への通勤・通学先は、大崎市１，３９６人、石巻市７８５人、美里町６５６人、仙台市５８８人、登
米市３７０人となっています。一方、町外から町内への通勤・通学元は、大崎市１，１１０人、美里町７０５人、石
巻市５１１人、登米市３７１人、東松島市９３人となっています。
通勤・通学者は、美里町からは４９人、東松島市からは１２人が流入超過となっていますが、仙台市へ

は５２０人、大崎市へは２８６人、石巻市へは２７４人が流出超過となっています。

■　通勤・通学の流出・流入状況（平成２２年）

出典：国勢調査（平成２２年）
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観光客入込数

箟峯寺の御開帳等の影響で
平成20年に観光入込客数が
大きく増加

平成22年以降、観光入込
客数は増加傾向

本町を訪れる観光客数は、３３年に一度の箟峯寺御開帳の年であった平成２０年に大きく増加し、その
後平成２２年まで減少傾向が続いたものの、近年増加傾向となっています。

■　観光客入込数の推移

出典：観光統計概要（宮城県）
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（２）将来人口見通し
① 将来人口推計
将来人口の見通しについて、２０１０年（平成２２年）の国勢調査人口を基に以下の３ケースを設定して

推計を行い、総人口、年少人口、生産年齢人口、老年人口ごとに分析を行います。

ケース２をベースに、転入・転出の増減が±０と仮定した場合ケース３ 赤

ケース１をベースに、合計特殊出生率が２０２０年までに１．６、２０３０年までに
１．８（希望出生率）、２０４０年までに２．０７（人口置換水準）に達する場合※

ケース２ 緑

国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）の推計に準拠した場合ケース１ 紫

※今回の設定値は、国が２０６０年までに１億人程度の人口を確保するために設定した出生率

7,694 
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■　涌谷町の将来人口推計

● 【ケース１】社人研によると、本町の人口は２０１０年の１７，４９４人から２０６０年には７，６９４
人と２０１０年の約４割まで減少すると推計

●【ケース２】合計特殊出生率が２０２０年までに１．６、２０３０年までに１．８（希望出生率）、
２０４０年までに２．０７（人口置換水準）に達する場合、２０６０年には人口は２０１０年の約
５割にとどまる

●【ケース３】上記の合計特殊出生率のケースに加えて、転出入が均衡した場合、２０６０
年には人口は２０１０年の約７割を維持
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ケース３ 赤

ケース２ 緑

ケース１ 紫

社人研によると、本町の人口は２０１０年の１７，４９４人から５０年後の２０６０年には７，６９４人まで減少すると
推計されています。今後５０年の減少数は９，８００人と推計されており、人口が２０１０年の約４割まで減少
します。

合計特殊出生率が２０２０年までに１．６、２０３０年までに１．８（希望出生率）、２０４０年までに２．０７（人口置換
水準）に上昇したと仮定すると、人口は５０年後の２０６０年には９，２１４人になると推計され、２０１０年の約５
割にとどまります。

さらに、転出入が均衡すると仮定した場合、人口は５０年後の２０６０年には１１，１８７人になると推計され、
５０年後でも２０１０年の約７割の人口を維持することが可能となります。
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② 将来年少人口推計

●　　ケース１　社人研によると、年少人口は２０１０年の２，０１０人から２０６０年には５７０人と２０１０
年の約３割まで減少すると推計

●　　ケース２　合計特殊出生率が２０２０年までに１．６、２０３０年までに１．８（希望出生率）、２０４０
年までに２．０７（人口置換水準）に達する場合、２０６０年には年少人口は２０１０
年の約６割にとどまる

●　　ケース３　上記の合計特殊出生率のケースに加えて、転出入が均衡した場合、２０６０年
には年少人口は２０１０年の約８割を維持
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■　涌谷町の年少人口の推計
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■　涌谷町の年少人口比率の推計
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ケース１ 紫

社人研によると、本町の年少人口は２０１０年の２，０１０人から５０年後の２０６０年には５７０人まで減少すると
推計されています。今後５０年の減少数は１，４４０人と推計されており、年少人口は２０１０年の約３割まで
減少します。この場合、年少人口比率は２０１０年の１１．５％から５０年後には７．４%に低下すると推計され
ます。

ケース３ 赤

さらに、転出入が均衡すると仮定した場合、年少人口は５０年後の２０６０年には１，６１８人になると推計さ
れ、２０１０年の約８割を維持することが可能となり、５０年後でも年少人口の減少は小幅になります。こ
の場合、５０年後の年少人口比率は１４．５%に上昇すると推計されます。

ケース２ 緑

合計特殊出生率が２０２０年までに１．６、２０３０年までに１．８（希望出生率）、２０４０年までに２．０７（人口置換
水準）に上昇したと仮定すると、年少人口は５０年後の２０６０年には１，２１８人になると推計されており、
２０１０年の約６割にとどまります。この場合、５０年後の年少人口比率は１３．２%に上昇すると推計されま
す。
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③ 将来生産年齢人口推計

●　　ケース１　社人研によると、生産年齢人口は２０１０年の１０，５９０人から２０６０年には３，７６９人と
　　　　　　　２０１０年の約４割まで減少すると推計
●　　ケース２　合計特殊出生率が２０２０年までに１．６、２０３０年までに１．８（希望出生率）、２０４０

年までに２．０７（人口置換水準）に達する場合、２０６０年には生産年齢人口は
２０１０年の約５割にとどまる

●　　ケース３　上記の合計特殊出生率のケースに加えて、転出入が均衡した場合、２０６０年
には生産年齢人口は２０１０年の約６割を維持
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■　涌谷町の生産年齢人口の推計
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■　涌谷町の生産年齢人口比率の推計
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ケース１ 紫

社人研によると、本町の生産年齢人口は２０１０年の１０，５９０人から５０年後の２０６０年には３，７６９人まで減
少すると推計されています。今後５０年の減少数は６，８２１人と推計されており、今後５０年で生産年齢人
口が約４割まで減少します。この場合、生産年齢人口比率は２０１０年の６０．５％から５０年後には４９．０%に
低下すると推計されます。

ケース３ 赤

さらに、転出入が均衡すると仮定した場合、５０年後の２０６０年には５，８７０人になると推計され、生産年
齢人口は２０１０年の約６割を維持することが可能となります。この場合、５０年後の生産年齢人口比率は
５２．４%に低下すると推計されますが、３ケースの中では最も高くなっています。

ケース２ 緑

合計特殊出生率が２０２０年までに１．６、２０３０年までに１．８（希望出生率）、２０４０年までに２．０７（人口置換
水準）に上昇したと仮定すると、生産年齢人口は５０年後の２０６０年には４，６４２人になると推計され、２０１０
年の約５割にとどまります。この場合、５０年後の生産年齢人口比率は５０．４%に低下すると推計されま
す。
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④ 将来老年人口推計

●　　ケース１　社人研によると、老年人口は２０１０年の４，８９４人から２０６０年には３，３５５人と
２０１０年の約７割に減少すると推計

●　　ケース２　合計特殊出生率が２０２０年までに１．６、２０３０年までに１．８（希望出生率）、２０４０
年までに２．０７（人口置換水準）に達する場合、２０６０年には老年人口は２０１０
年の約７割

●　　ケース３　上記の合計特殊出生率のケースに加えて、転出入が均衡した場合、２０６０年
には老年人口は２０１０年の約８割

■　涌谷町の老年人口の推計

■　涌谷町の老年人口比率の推計
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ケース１ 紫

社人研によると、本町の老年人口は２０１０年の４，８９４人から５０年後の２０６０年には３，３５５人まで減少する
と推計されています。今後５０年の減少数は１，５３９人と推計されており、老年人口が２０１０年の約７割ま
で減少します。この場合、老年人口比率は２０１０年の２８．０％から５０年後には４３．６%に上昇すると推計さ
れます。

ケース３ 赤

さらに、転出入が均衡すると仮定した場合、老年人口は５０年後の２０６０年には３，６９９人になると推計さ
れ、２０１０年の約８割となり、社人研の推計からわずかに増加します。この場合、５０年後の老年人口比
率は３３．１%に上昇すると推計されますが、３ケースの中では最も低くなっています。

ケース２ 緑

合計特殊出生率が２０２０年までに１．６、２０３０年までに１．８（希望出生率）、２０４０年までに２．０７（人口置換
水準）に上昇したと仮定しても、将来の老年人口はケース１と変わらないと推計されます。ただし、
老年人口比率は３６．４％に上昇すると推計されます。
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⑤ 影響度の分析と考察
人口減少や少子高齢化の急激な進展に伴い、今後、これまでと同様の行政サービスを行っていくこ
とが困難になることや地域のコミュニティ機能が低下するなど、様々な分野に影響が及ぶことが懸念
されます。

行政サービスの低下
人口減少による税収の減少が見込まれ、また、高齢化に伴う社会保障費等の増加により、
財政の硬直化が進行し、住民への行政サービスの低下が懸念されます。

医療・福祉など社会保障制度の維持困難化
老年人口の増加により医療や介護の需要増加が見込まれるものの、それを支える生産年齢
人口は減少することから、社会保障制度の維持が困難になることが懸念されます。

公共施設の維持困難化
人口減少に伴う税収や公共施設利用者の減少により、公共施設の維持管理、老朽化への対
応等が難しくなることが懸念されます。

公共交通機能の縮小
高齢化の進展により、現在の車社会から公共交通への転換が求められるものの、人口減少

に伴う公共交通の利用者の減少により、公共交通機能が縮小されることが懸念されます。

空き家・空き店舗・耕作放棄地の増加
人口減少や地域の経済・産業活動の縮小や後継者不足により、空き地、空き家、耕作放棄
地が増加することが懸念されます。

産業の縮小
購買人口の減少が見込まれるとともに、生産年齢人口の減少による労働力・担い手不足に
より、地域経済の縮小が懸念されます。

雇用の減少
購買人口や生産年齢人口の減少による産業の縮小に伴い、就業機会（雇用）が減少するこ

とが懸念されます。

地域コミュニティ機能の低下
高齢化により、地域でのお祭り、防犯活動、清掃活動等の地域コミュニティ機能が低下す

ることが懸念されます。
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人口減少
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将来人口推計結果より、【ケース３】「国の設定値に基づき、合計特殊出生率が２０２０年までに１．６、
２０３０年までに１．８（希望出生率）、２０４０年までに２．０７（人口置換水準）に達して、転出入が均衡した場
合」は、３ケースの中で総人口、年少人口、生産年齢人口、老年人口が最も多い上に、年少人口比率、
生産年齢人口比率は最も高く、老年人口比率は最も低くなっています。
そのため将来において人口減少の影響を小さくするためには、ケース３が最も望ましいケースと

なっています。

■　人口減少の悪循環のイメージ図

■　２０６０年の将来人口のケース比較
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 　人口の将来展望

（１）将来展望に関する調査・分析
平成２６年度に実施した「第五次涌谷町総合計画町民アンケート調査」では、全体の約６３％の町民が

「住み続けたい」と考えている結果が得られましたが、２０代・３０代の若者世代については、町外へ転出
したい、あるいは町外へ転出する計画があるという回答がそれぞれ約３割と多くなっています。

２

■　調査概要

４５０通回 収 数平成２７年１月～２月調査時期

４５．０％回 収 率２０歳以上１，０００人対 象 者

■　居住意向

住みつづけたい
63.3%
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（Ｕターンしたい）

1.8%

いずれ、町外へ
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10.9%
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町外へ転出する計画がある 転出するかしないかわからない 無回答・無効

＜年代別＞
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また、人口動向の分析により、本町の女性は近年、１０代後半から３０代前半にかけて転出し、それ以
降の転入が見込めない状況になっています。そのため、２０代・３０代について、居住意向別にアンケー
ト分析を行いました。
その結果、２０代・３０代の若者のうち、転出希望者は「子育て支援」、「雇用の機会」、「商店街や中小
企業の活性化」、「身近な子供の遊び場」に不満を多く感じています。また、「商店街や中小企業の活性
化」については、定住・転出意向によらず、約８割の若者が不満に感じています。そのため若者の転
出抑制、さらには転入促進に向けてこれらの課題を解消することが求められます。

■　２０代・３０代の回答

6.5%6.5%

21.4%21.4%

24.6%24.6%

35.5%35.5%

50.0%50.0%

38.6%38.6%

32.3%32.3%

28.1%28.1%

22.6%22.6%

0%0% 20%20% 40%40% 60%60% 80%80% 100%100%

転出希望転出希望

どちらでもないどちらでもない

定住希望定住希望

満足満足 やや満足やや満足 どちらでもないどちらでもない

やや不満やや不満 不満不満 無回答無回答

3.2%3.2%

7.1%7.1%

19.4%19.4%

39.3%39.3%

35.1%35.1%

38.7%38.7%

35.7%35.7%

38.6%38.6%

38.7%38.7%

17.9%17.9%

22.8%22.8%

0%0% 20%20% 40%40% 60%60% 80%80% 100%100%

転出希望転出希望

どちらでもないどちらでもない

定住希望定住希望

19.4%19.4%

17.9%17.9%

24.6%24.6%

38.7%38.7%

42.9%42.9%

45.6%45.6%

41.9%41.9%

39.3%39.3%

29.8%29.8%

0%0% 20%20% 40%40% 60%60% 80%80% 100%100%

転出希望転出希望

どちらでもないどちらでもない

定住希望定住希望

6.5%6.5%

7.1%7.1%

10.5%10.5%

17.9%17.9%

22.8%22.8%

29.0%29.0%

28.6%28.6%

48.4%48.4%

42.9%42.9%

31.6%31.6%

0%0% 20%20% 40%40% 60%60% 80%80% 100%100%

転出希望転出希望

どちらでもないどちらでもない

定住希望定住希望

＜子育て支援の充実について＞ ＜雇用の機会の充実について＞

＜商店街や中小企業の活性化について＞ ＜身近な子供の遊び場について＞

転出希望者の6割近くが不満に
感じている

満足満足 やや満足やや満足 どちらでもないどちらでもない

やや不満やや不満 不満不満 無回答無回答

転出希望者の8割近くが不満に
感じている

満足満足 やや満足やや満足 どちらでもないどちらでもない

やや不満やや不満 不満不満 無回答無回答

定住・転出意向によらず、約8割
が不満に感じている

満足満足 やや満足やや満足 どちらでもないどちらでもない

やや不満やや不満 不満不満 無回答無回答

転出希望者の8割近く、どちらでもない
者の7割以上が不満に感じている

14.3%14.3%10.7%10.7%

5.3%5.3%

12.9%12.9%3.2%3.2%

3.6%3.6%

8.8%8.8% 26.3%26.3%

1.8%1.8%

3.6%3.6%

3.2%3.2%

1.8%1.8%3.5%3.5%
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（２）目指すべき将来の方向
人口動向や将来人口の変化に伴う影響、将来展望に関する調査・分析を踏まえて、目指すべき将来

の方向を以下のように設定します。

＜人口動向の分析＞
● 総人口 ●

●昭和60年以降に人口減少が進行
●平成7年に老年人口が年少人口を上回り、
少子高齢化が進行
●最近20年間で70歳代が大きく増加し、30
歳～40歳代、20歳未満が大きく減少

＜目指すべき将来の方向＞

❶賑わいのある産業❶賑わいのある産業❶賑わいのある産業
本町内には働き場が少なく、地場産
業も停滞傾向にあることから、地域
活性化や雇用の場の確保に向けて、
増加傾向にある観光客等を活かしな
がら、賑わいのある産業づくりを目
指します。

❷魅力のある居住環境❷魅力のある居住環境❷魅力のある居住環境
若者が本町に愛着を感じて住み続け
られるよう、住まいや遊び場等の身
近な基盤施設を整えて、魅力のある
居住環境づくりを目指します。

❸若い世帯に対する支援が
　充実した環境
❸若い世帯に対する支援が
　充実した環境
❸若い世帯に対する支援が
　充実した環境
人口減少の影響を小さくするために
は、合計特殊出生率の向上が必要で
あることから、若者が本町に住み、
働き、結婚し、子どもを産み育て、
教育させたいと思うよう、若い世帯
に対する支援が充実した環境づくり
を目指します。

❹高齢者が健康で元気に暮
　らせる地域
❹高齢者が健康で元気に暮
　らせる地域
❹高齢者が健康で元気に暮
　らせる地域
将来において高齢化率が高まること
から、地域全体との協働により、高
齢者に対しての支援や社会参加への
取組等を推進して、高齢者がいつま
でも健康で元気に暮らせる地域づく
りを目指します。

<将来人口の変化に伴う影響>
●人口減少や少子高齢化が急激に進展
●行政サービスの低下や公共施設の維持管理
への影響、空き家等の増加が懸念
●労働力不足、経済縮小など産業・雇用への
影響や医療・福祉など社会福祉制度への影
響が懸念
●公共交通機能の縮小や地域コミュニティに
よる共助活動の機能低下が懸念

<将来展望に関する調査・分析>
●住みつづけたいが約６割だが、20代・30代
の割合は低い
●20代・30代の転出希望者は「子育て支援」、
「雇用の機会」、「商店街や中小企業の活性
化」、「身近な子供の遊び場」に不満が多い

● 社会動態 ●
●男性は10代後半で転出超過になるが、20
代前半で転入超過の傾向
●女性は10代後半から30代前半にかけて
転出し、それ以降の転入超過が見込めない
傾向

● 自然動態 ●
●出生数は減少傾向
●平成20年以降、町の出生率は全国や県よ
り低下

● 就業構造 ●
●本町内での働きの場が少ない状況
●本町を訪れる観光客数は、近年増加傾向
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（３）人口の将来展望
人口の将来展望については、目指すべき将来の方向を踏まえて、若い世代の結婚・子育ての希望を
実現しつつ、転出入の人口を均衡することとし、以下のケースを採用します。

【将来展望ケース】
国の設定値に基づき、合計特殊出生率が２０２０年までに１．６、２０３０年までに１．８（希望出生率）、

２０４０年までに２．０７（人口置換水準）に達して、転入・転出の増減が±０のケース

――　２０６０年の目標人口：１１，２００人　――
■　人口の将来展望

2,010 1,784 1,626 1,634 1,712 1,697 1,763 1,762 1,754 1,667 1,618

10,590 9,736

8,788 8,002 7,470 7,226 6,873 6,512 6,143 6,011 5,870

4,894
5,315

5,744
5,787

5,564 5,144 4,783 4,455

4,218 3,921 3,699

17,494
16,835

（16,707）
16,158

15,423
14,746

14,067
13,419

12,729
12,115 11,599 11,187

11.5%
14.5%

60.5%

28.0%
33.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

年
齢
３
区
分
別
人
口
（
人
）

人
口
比
率
（
％
）52.4%

年少人口 生産年齢人口 老年人口
年少人口比率 生産年齢人口比率 老年人口比率

※2015年の（　）内の人口は、平成27年国勢調査の速報値

純移動率と合計特殊出生率が上記のケースのとおり改善されれば、２０６０年において社人研に基づく
推計値より約３，５００人（年少人口約１，１００人、生産年齢人口約２，１００人、老年人口約３００人）の増加効果
が見込めます。また、年少人口比率が概ね７．１pt、生産年齢人口比率が３．４pt高まるとともに、老年人
口比率は１０．５pt減少する効果が見込めます。

＜２０６０年の将来人口比較＞
増　　　　減将来展望ケース社人研に基づく推計

区 分
比　率人　口比　率人　口比　率人　口
７．１pt１，０４８人１４．５%１，６１８人７．４%５７０人年 少 人 口
３．４pt２，１０１人５２．４%５，８７０人４９．０%３，７６９人生産年齢人口

－１０．５pt３４４人３３．１%３，６９９人４３．６%３，３５５人老 年 人 口
０．０pt３，４９３人１００．０%１１，１８７人１００．０%７，６９４人総 人 口
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Ⅲ. 総合戦略

 　基本的な考え方

（１）国の総合戦略との関係
国が策定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考え方や政策５原則等を踏まえ、本

町における「人口減少と地域経済縮小の克服」、「まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立」を目指
します。

１

国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考え方

●　人口減少と地域経済縮小の克服
　①　「東京一極集中」を是正する。

地方から東京圏への人口流出に歯止めをかけ、「東京一極集中」を是正するため、「しごとの
創生」と「ひとの創生」の好循環を実現するとともに、東京圏の活力の維持・向上を図りつつ、
過密化・人口集中を軽減し、快適かつ安全・安心な環境を実現する。

　②　若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現する。
人口減少を克服するために、若い世代が安心して就労し、希望通り結婚し、妊娠・出産・子

育てができるような社会経済環境を実現する。
　③　地域の特性に即して地域課題を解決する。

人口減少に伴う地域の変化に柔軟に対応し、中山間地域をはじめ地域が直面する課題を解決
し、地域の中において安全・安心で心豊かな生活が将来にわたって確保されるようにする。

●　まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立
「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立することで、新たな
人の流れを生み出し、その好循環を支える「まち」に活力を取り戻し、人々が安心して生活を営み、
子どもを産み育てられる社会環境をつくり出す。
　①　しごとの創生

若い世代が地方で安心して働くことができるようにするために、「相応の賃金」、「安定した雇
用形態」、「やりがいのあるしごと」といった「雇用の質」の確保・向上を重視した取組が必要
となる。

　②　ひとの創生
地方への新しい人の流れをつくるため、若者の地方での就労を促すとともに、地域内外の有

用な人材を積極的に確保・育成し、地方への移住・定着を促進するための仕組みを整備する。
安心して子どもを産み育てられるよう、切れ目のない支援を実現する。

　③　まちの創生
地方で安心して暮らせるような、「まち」の集約・活性化が必要となることから、中山間地域、
地方都市、大都市圏等のそれぞれの地域の特性に即した地域課題の解決と、活性化に取り組む。
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「まち・ひと・しごと創生」政策５原則

　①　自立性
各施策が、構造的な問題に対処し、地方公共団体・民間事業者・個人等の自立につながるよ

うにする。
　②　将来性

地方が自主的かつ主体的に、前向きに取り組むことを支援する施策に重点を置く。
　③　地域性

各地域の実態に合った施策を支援することとし、各地域は客観的データに基づき実状分析や
将来予測を行い、「地方版まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定するとともに、同戦略に
沿った施策を実施できる枠組みを整備する。

　④　直接性
限られた財源や時間の中で、最大限の成果を上げるため、施策を集中的に実施する。住民代

表に加え、産業界・大学・金融機関・労働団体の連携を促すことにより、政策の効果をより高
める工夫を行う。

　⑤　結果重視
明確なＰＤＣＡメカニズムの下に、短期・中期の具体的な数値目標を設定し、政策効果を客

観的な指標により検証し、必要な改善等を行う。

※国の「まち･ひと･しごと創生総合戦略」より抜粋

（２）計画の推進体制
本戦略の各施策における具体的な事業については、総合計画の実施計画に統合して位置付け、計画

を推進します。
本戦略の推進にあたっては、総合的・横断的に取り組むため、庁内においてプロジェクトチームを

組織して、行政の総合力を発揮します。また、町民や企業・各種団体との連携協働を進めて、町全体
での推進体制を構築します。
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（３）評価検証方法
本戦略の各施策については、重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成状況について評価検証を行い、庁

内プロジェクトチーム等において、PDCAサイクルに基づくローリング方式により実施事業の検証や
考察を行います。

PLAN
（計画）

CHECK
（評価）

ACTION
（改善）

DO
（実施）

PDCAサイクル

PLAN（計画）、DO（実施）、CHECK（評価）、ACTION（改善）の４つの視点をプロセスの中に
取り込むことで、プロセスを不断のサイクルとし、継続的な改善を推進するマネジメント手法
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  今後の施策の方向

（１）基本目標の設定
本戦略では、人口ビジョンで設定した「目指すべき将来の方向」を踏まえるとともに、国の総合戦

略における基本目標との整合を図り、基本目標を設定します。

２

＜目指すべき将来の方向＞

❶賑わいのある産業❶賑わいのある産業❶賑わいのある産業
本町内には働き場が少なく、
地場産業も停滞傾向にあるこ
とから、地域活性化や雇用の
場の確保に向けて、増加傾向
にある観光客等を活かしなが
ら、賑わいのある産業づくり
を目指します。

＜涌谷町の基本目標＞＜国の基本目標＞

❷魅力のある居住環境❷魅力のある居住環境❷魅力のある居住環境
若者が本町に愛着を感じて住
み続けられるように、住まい
や遊び場等の身近な基盤施設
を整えて、魅力のある居住環
境づくりを目指します。

❸若い世帯に対する支援
　が充実した環境
❸若い世帯に対する支援
　が充実した環境
❸若い世帯に対する支援
　が充実した環境
人口減少の影響を小さくする
ためには、合計特殊出生率の
向上が必要であることから、
若者が本町に住み、働き、結
婚し、子どもを産み育て、教
育させたいと思うよう、若い
世帯に対する支援が充実した
環境づくりを目指します。

❹高齢者が健康で元気に
　暮らせる地域
❹高齢者が健康で元気に
　暮らせる地域
❹高齢者が健康で元気に
　暮らせる地域
将来において高齢化率が高ま
ることから、地域全体との協
働により、高齢者に対しての
支援や社会参加への取組等を
推進して、高齢者がいつまで
も健康で元気に暮らせる地域
づくりを目指します。

地方における安定し
た雇用を創出する

基本目標❶

地方への新しいひと
の流れをつくる

基本目標❷

若い世代の結婚・出
産・子育ての希望を
かなえる

基本目標❸

時代に合った地域を
つくり、安心なくらし
を守るとともに、地域
と地域を連携する

基本目標❹

賑わいのある産業を創出
し、地域活性化や安定した
雇用を創出するため、「わ
くや交流の推進」を基本目
標として設定し、涌谷の豊
かな地域資源を活かした、
交流による産業振興、魅力
的な情報発信を図ります。

基本目標１
わくや交流の推進

雇用の確保や人の流れの創
出、若い世帯の結婚・出
産・子育ての希望をかなえ
るため、涌谷への「定住・
移住の促進」を基本目標と
して設定し、子どもから高
齢者までが住みやすい環境
づくりを図ります。

基本目標２
定住・移住の促進

時代に合った地域をつく
り、安心なくらしを守るた
め、行政と町民、事業所等
による「協働まちづくりの
進展」を基本目標として設
定し、地域課題の解決等へ
の取組の促進や、町の施
策・事業への町民等の参画
を図ります。

基本目標３
協働まちづくりの進展



３２

（２）基本的方向と具体的施策
本戦略の基本目標における基本的方向と具体的な施策は、第五次総合計画の「まちづくりシンボル

プロジェクト」と整合しており、以下のとおり設定します。

基本目標１ 　わくや交流の推進

＜基本的方向＞

涌谷の地域資源を活かした、商品開発や観光・交流を多方面で実施し、それらを効果的に情報発信
することにより、交流人口を拡大させて、地域経済の活性化に向けた“わくや”らしい交流を推進し
ます。

目 標 値現 況 値数 値 目 標

４２４，５９２人（H３１）４０４，３７４人（H２６）観 光 客 入 込 数

７２３人（H３１）６８９人（H２６）宿 泊 客 入 込 数

１．気候変動型農作物：地球温暖化による気候変動に適応した、亜熱帯地域の野菜・果樹等のこと。

＜具体的施策＞

①わくやブランドの構築
涌谷の農産物や食材を活かして、“わくやブランド”の構築を図り、認証制度によりブランドの

価値を高めながら、広く町内外の認知を向上していきます。また、それらを用いた農産加工品開
発等を促進して、六次産業化や農商工連携を推進します。

●涌谷の農産物や食材等を活かした「わくやブランド」の構築
●農産物の加工・販売を目指した六次産業化・農商工連携の推進
●気候変動型農作物１の適用導入

目 標 値現 況 値ＫＰＩ（重要業績評価指標）項目

５件（H３１）－わくやブランド商品件数

２０件（H３１）－わくやブランド取扱店件数

主な事業



３３

②観光の振興
町内の自然資源、歴史資源等を活かした「観光振興計画」を策定し、観光機能の整備・充実を

図ります。また、アンテナショップ（観光案内所）の改善・強化や生産加工・流通販売を備えた
「道の駅」の整備を目指します。

●自然・歴史資源を活用した「観光振興計画」の策定
●アンテナショップ（観光案内所）の改善・強化
●「涌谷道の駅（仮称）整備構想」の調査実施
●宿泊施設の整備促進

目 標 値現 況 値ＫＰＩ（重要業績評価指標）項目

計画策定（H２８）－観 光 振 興 計 画

１，５００人（H３１）９７０人（H２６）アンテナショップ（観光案内所）来客数

③生薬を活かした健康まちづくり
充実した保健・医療・介護・福祉体制と連携して、健康長寿に資する生薬の育成や生薬による

健康食づくりを進め、生薬による“健康わくや”を町内外に発信して、健康食を味わえるまちと
しての多様な取組を進めます。

●良質な生薬の生産体制の確立
●生薬を活かした新商品開発・販路確保
●薬膳料理等の体験事業の実施

目 標 値目 標 値ＫＰＩ（重要業績評価指標）項目

３件（H３１）０件（H２６）生薬を使用した商品件数

１５０人（H３１）９６人（H２６）薬膳料理等体験事業参加者数

主な事業

主な事業



３４

④わくや情報の発信
全国から涌谷に訪れたいと思えるように、積極的にＩＣＴ、ＴＶ、新聞等を活用して、金を活

かした涌谷のシティセールスを展開するとともに、魅力的な観光情報やパッケージ化した季節イ
ベント等を発信します。
また、海外の観光客の受入れに向けて、受入れ体制を整えるとともに、外国人の視点を取り入

れたＰＲ方法等について検討します。

●ＩＣＴ及びマスメディアを活用した町外への情報発信
●産金に関する地域間交流の推進
●海外観光客向けのＰＲの充実

目 標 値現 況 値ＫＰＩ（重要業績評価指標）項目

２，０００件（H３１）５６０件（H２６）町情報発信Facebookいいね！
件数（累計）

２，０００人（H３１）１，３３７人（H２６）海 外 観 光 客 数

主な事業



３５

基本目標２ 　定住・移住の促進

＜基本的方向＞

涌谷で生涯を送るために必要な居住、雇用、子育て、教育、医療・介護などが整ったサイクルを創
出し、子どもから高齢者までが住みやすい環境づくりを進め、涌谷への定住・移住を促進します。

目 標 値現 況 値数 値 目 標

０人（H３１）５５人（H２６）町外への転出超過数

６０％（H３１）５２％（H２６）転入者の２０～３０代割合

＜具体的施策＞

①若い世帯の定住支援
若者の婚活事業を進めるとともに、若者や働き盛り世帯が求める環境の良い住宅環境の整備や

空き家の有効活用を進め、若い世帯が住みやすいまちづくりを推進します。

●移住者等に対する住宅取得の支援
●若者の婚活事業の充実
●若者向け公営住宅建設の検討
●空き家バンクの構築
●おためし移住体験の推進

目 標 値現 況 値ＫＰＩ（重要業績評価指標）項目

６０件（H３１）５５件（H２６）婚 姻 者 数

３１７戸（H３１）３５２戸（H２６）空 き 家 数

主な事業



３６

②雇用の場の創出
町内の工場適地への企業誘致、既存企業に対する支援、六次産業化や農商工連携に向けた、農

産加工品工場・販売施設の整備支援等を行うことにより、雇用の場の創出を促進します。
また、若者へのキャリア教育を充実するとともに、新規の就農者や起業者を支援します。

●企業誘致等による雇用創出の促進
●若者へのキャリア教育の充実
●新規就農者・新規起業者への支援体制の確立

目 標 値現 況 値ＫＰＩ（重要業績評価指標）項目

５事業所（H３１）０事業所（H２６）誘致事業所数（累計）

１５人（H３１）１人（H２６）新規就農者数・新規起業者数（累計）

③子どもの成長支援
涌谷で子どもを産み育てるための総合的な支援を行うとともに、涌谷で成長する子どもたちが

自然や歴史を学習・体験する機会を増やし、学業や就職で離れても、涌谷に戻りたくなるような
郷土愛を育てます。

●子育て世帯の経済的負担軽減
●義務教育課程の教育費負担軽減
●高校までの医療費無料化
●地域の体験活動など「ふるさと教育」の充実

目 標 値現 況 値ＫＰＩ（重要業績評価指標）項目

１．６（H３１）１．３１（H２０-２４）合 計 特 殊 出 生 率

０人（H３１）７人（H２７年１０月現在）保育所等利用待機児童数

主な事業

主な事業
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④高齢者の移住支援
高齢者が元気に動けるうちに、涌谷での自然や歴史に恵まれた環境の中での暮らしをはじめら

れるようにＣＣＲＣ整備事業を推進するとともに、保健・医療・介護・福祉・認知症対策が確保
された地域包括ケアシステムに基づき、老後の医療・介護等を支援します。

●地域包括ケアシステムの構築・推進
●町内空き地、空き施設を活用した介護・福祉事業所の誘致・支援
●大都市の高齢者を受入れる日本版ＣＣＲＣ構想の検討
●遊休施設活用による多機能型支援拠点づくり（わくわくカフェ）

目 標 値現 況 値ＫＰＩ（重要業績評価指標）項目

８０箇所（H３１）－地域包括ケアシステムによる
町民主体の集いの場箇所数

３１人（H３１）２６人（H２６）６５歳以上転入者数（要介護者以外）

主な事業
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基本目標３ 　協働まちづくりの進展

＜基本的方向＞

町民が自らの発意により、地域課題の解決等に取り組み、時代に合った魅力的な地域づくりを進め
るとともに、町の施策・事業への町民等の参画を図るため、行政と町民、事業所等による協働まちづ
くりを進展させます。

目 標 値現 況 値数 値 目 標

３２自治会（H３１）２７自治会（H２６）町 内 自 治 会 数

５件（H３１）０件（H２６）ＮＰＯ、コミュニティ
ビジネスの創業数（累計）

＜具体的施策＞

①協働のまちづくり
「涌谷町かがやく協働まちづくり研究所」を設置して、自分たちが住む地域の課題解決等につい
て町民が自発的に学び、考え、取り組み、行政との協働により住みよい豊かなまちづくりを推進
します。
また、企業・プロスポーツ団体等と連携を図り、産業や観光、生涯学習等の様々な分野で協働

し、多面的な成果に結び付けます。

●涌谷町かがやく協働まちづくり研究所の推進
●涌谷町と企業・プロスポーツ団体等による協働事業

目 標 値現 況 値ＫＰＩ（重要業績評価指標）項目

１０件（H３１）－涌谷町かがやく協働まちづくり
研究所による企画実行数（累計）

１０件（H３１）－企業・プロスポーツ団体等との
協働によるイベント数（累計）

主な事業



３９

②地域活動の支援
自治会活動を基本とした町民による地域福祉、防災、環境美化等の活動や、地域内でのイベン

ト開催や交流活動を支援するとともに、各地域での活動等のアイデアや効果について町内に広報
し、地域単位のまちづくりを促進します。

●地域づくり支援制度の整備
●まちづくり補助金の拡充

目 標 値現 況 値ＫＰＩ（重要業績評価指標）項目

５回/団体（H３１）３回/団体（H２６）住民主体の地域交流イベント実施数

３９件（H３１）３２件（H２６）まちづくり活動への補助件数

③まちづくりサポーターの創設
まちづくりサポーター登録者により、町民等の事業参画やイベントへのボランティア参加等を

促進するとともに、協働の新たな企画についてのアイデア募集を行い、町民意見等の施策・事業
への反映を進めます。

●まちづくりサポーター登録制度の構築
●町民アイデアの募集

目 標 値現 況 値ＫＰＩ（重要業績評価指標）項目

１００人（H３１）－まちづくりサポーター登録者数（累計）

２５件（H３１）－町民アイデア件数（累計）

主な事業

主な事業


